
（申請書類表紙) 　Ｈ２４・２５建設工事競争入札参加資格審査申請

提出書類一覧（県内建設業者用）
建設業許可番号 02-088888

商号又は名称 青森建設（株）

◎は必須提出、空欄は該当する場合、希望する場合に提出。

書類
番号

申請書及び添付書類 法人 個人 備考

1 提出書類一覧（本紙） ◎ ◎

2 基本情報（様式あり） ◎ ◎

3
競争入札参加資格審査申請書（別記様
式）

◎ ◎

4 経営事項審査の総合評定値通知書の写し ◎ ◎
新基準による通知書の場合は、旧基準によ
り換算することとする。

5-1
青森県の県税の納税証明書（青森県建設工事等競
争入札参加資格審査申請用）の原本（専用様式） ◎ ◎ 申請日以前３０日以内のもの。

5-2 個人住民税の納税証明書（個人事業者） ◎ 個人事業者のみ必須。

6-1

労働保険料（労災保険分＋雇用保険分）
の申告書の写し
又は労働保険組合の納入通知書の写し
（申請日の属する年度の前年度分）

◎ ◎
個人事業者で適用除外を受けている場合
は、不要。

6-2
労働保険料（労災保険分＋雇用保険分）
の領収書の写し
（申請日の属する年度の前年度分）

◎ ◎
書類番号６－１の労働保険料申告書に対応
する全ての領収書の写し（３期に分納して
いれば、３期分の領収書の写し）

7

社会保険料（健康保険分＋厚生年金分）
の納入確認書の原本又は領収書の写し
（納入確認書は参考様式あり）
（直前１２ヶ月分）

◎ ◎
個人事業者で適用除外を受けている場合
は、不要。

8
適用を受けないことの申立書（参考様
式）

個人事業主等で労働保険、社会保険の適用
を受けない場合、提出。

9
消費税及び地方消費税の納税証明書の原
本

◎ ◎
（法人…納税証明書様式その３の３、個人
…その３の２）
申請日以前９０日以内のもの。

10 主観的査定要素申告書（第１号様式）
書類番号１１～１９の各項目のいずれかに
該当している場合、提出。

11
建設業労働災害防止協会加入証明書の写
し

加入している場合、提出。申請日以前３か
月以内のもの。

12
ＣＯＨＳＭＳの評価証の写し、又はＯＨＳＡＳ１
８００１の適合証明書等の写し

認証を受けている場合、提出。

13 ＩＳＯ９００１の登録証等の写し
認証を受けている場合、提出。基準日現在で
登録済みで、かつ有効なもの。

14 ＩＳＯ１４００１の登録証等の写し
認証を受けている場合、提出。基準日現在で
登録済みで、かつ有効なもの。

15 エコアクション21の登録証の写し
認証を受けている場合、提出。基準日現在で
登録済みで、かつ有効なもの。

16 新分野進出申告書（第３号様式）
新分野進出（新規、継続共に）している場
合、提出。

17
新規学卒者継続雇用申告書（第４号様
式）

新卒雇用、新卒継続雇用している場合、提
出。

18 障害者雇用申告書（第５号様式） 障害者を雇用している場合、提出。

19
第三者賠償責任補償保険加入証明書の原
本（参考様式）

加入している場合、提出。保険期間に基準
日を含むこと。

20 技術職員調書（第２号様式）
申請時点の技術職員数が経審の技術職員数
と異なる場合、提出。

21
建設業に従事する常勤職員確認票（県内
大臣許可業者用）

大臣許可業者のみ提出。

22
工事成績一覧表（県内建設業者用）
（第６号様式）

県の公社等、国土交通省、農林水産省、防
衛省からの工事を受注している場合、提
出

23 返信用封筒（審査結果通知書送付用） ◎ ◎
角２号封筒、１２０円切手要貼付、返信先
宛名記載、許可番号記載

24 受付確認はがき（５０円切手貼付） 受付確認を希望する場合、提出。

記入例 



（申請書類表紙) 　Ｈ２４・２５建設工事競争入札参加資格審査申請

提出書類一覧（県外建設業者用）
建設業許可番号 00-088888

商号又は名称 仙台組（株）

書類
番号

申請書及び添付書類 ◎：必須 備考

1 提出書類一覧（本紙） ◎

2 基本情報（様式あり） ◎

3 競争入札参加資格審査申請書（別記様式） ◎

4 経営事項審査の総合評定値通知書の写し ◎
新基準による通知書の場合は、旧基準によ
り換算することとする。

5
青森県の県税の納税証明書（青森県建設工
事等競争入札参加資格審査申請用）の原本
（専用様式）

◎
青森県内に営業所がなく、納税義務がない
場合、不要。
申請日以前３０日以内のもの

6-1

労働保険料（労災保険分＋雇用保険分）の
申告書の写し
又は労働保険組合の納入通知書の写し
（申請日の属する年度の前年度分）

◎

申告書は申請日の属する年度の前年度分の
本社所在地を所管する都道府県労働局分及
び青森県内営業所を所管する青森労働局分
に限る。

6-2
労働保険料（労災保険分＋雇用保険分）の
領収書の写し
（申請日の属する年度の前年度分）

◎
書類番号６－１の労働保険料申告書に対応
する全ての領収書の写し（３期に分納して
いれば、３期分の領収書の写し）

7

社会保険料（健康保険分＋厚生年金分）の
納入確認書の原本又は領収書の写し（納入
確認書は参考様式あり）
（直前１２ヶ月分）

◎

健康保険について健康保険組合に加入して
いる場合は、厚生年金保険については年金
事務所、健康保険については健康保険組合
が発行した納入確認書の原本。（いずれも
12か月分の領収の写しで代用可。）

8 消費税及び地方消費税の納税証明書の原本 ◎
納税証明書様式その３の３
申請日以前９０日以内のもの

9 技術職員調書（第２号様式）
申請時点の技術職員数が経審の技術職員数
と異なる場合、提出。（資格証明書、常勤
確認資料と併せて提出。）

10
工事成績一覧表（県外建設業者用）
（第７号様式）

青森県内建設業者を一次下請けとした発注
し､工事成績点として、総合点に加算した
い場合、要提出。（当様式と併せて施工体
系図、一次下請契約書類等も要提出。）

11
営業所一覧表（県外建設業者用）
（第８号様式）

◎
青森県内の営業所及び青森県と契約を締結
する営業所を記載。

12 返信用封筒（審査結果通知書送付用） ◎
角２号封筒、１２０円切手要貼付、返信先
宛名記載、許可番号記載

13 受付確認はがき（５０円切手貼付） 受付確認を希望する場合、提出。

記入例 



青森県建設工事競争入札参加資格審査申請の基本情報
①本社の情報

（例）02-088888　半角入力

許可換（大臣許可←→知事許可）により前回申請時と許可番号が異なる場合に記入

半角　経審の総合評定値通知書の右上の審査基準日を記入。（例　H22.3.31)

全角　カブシキガイシャ等組織名は記入不要

全角　株式会社等組織名は略号（（株）等）で記入

全角　姓と名の間は1文字あける

全角　姓と名の間は1文字あける

記入例（S64.1.1)　建設業許可の申請書の「申請者の略歴書」から転記

半角　経審の総合評定値通知書右上の市区町村コード欄より転記

半角数字（半角のハイフンでつなぐ）

半角数字（半角のハイフンでつなぐ）

半角数字（半角のハイフンでつなぐ）

入札参加資格申請の問い合わせ先の担当者氏名を記入

入札参加資格申請の問合せ先を記入

市外局番から記入。半角数字（半角のハイフンでつなぐ）

②有資格技術職員数 ※申請しようとする全ての業種において技術職員２名以上必要（「土」「建」は国家資格者２名以上必要）

③平成２３年度青森県建設業者等級名簿への登載の状況

1：登載されている（平成２４年２月１日現在）

2：登載されていない（平成２４年２月１日現在）

※青森県使用欄

入札参加資格を申請する業種 （1：申請する） 発注者別評価点の該当項目

災害協力（土）

災害協力（管）

常勤職員数

除雪

工事成績一覧

指名停止（１月×-10点）

合併の有無

具 水 消 清

計 3 3 技術職員数

内 機 絶 通 園防二級 1 2 業種 ガ 塗 井

3 23

ほ しゅ 板

技
術
職
員
数

一級 2 1 技術職員数 2

屋 電 管 タ 鋼 筋

7

3 0　・　5　・　10　・　15

4 10

5

5　・　10　・　15

1 土5　・　建5

障害者雇用

6

5　・　10　・　15

2 管5

10

－

15

工事の第三者賠償責任補償保険

商号又は名称（フリガナ）

10

10

青森建設（株）

017-000-000

5　・　10　・　15

大 左 と 石

5

土木 建築 業種

左 ＣＯＨＳＭＳ又はＯＨＳＡＳ１８００１

07 建設業労働災害防止協会

申請コード

屋建 大

03

10

1

1 5

09

17

1

具

H23.3.31

088888
－

S64.1.1

経審の審査基準日

消

1

水

タ 鋼

18

28

19

14

0201

発
注
者
別
評
価
点

ガ

1

13

絶

26

通

清

10

申請コード

防業種

業種

11

20

筋

1

管

塗

申請コード

井園

板

21

内

しゅ

23 24

12

1

16

ほ

申請コード

22

27

機

25

05

業種

石

エコアクション２１ 1

ＩＳＯ１４００１

新分野事業への進出

新規学卒者継続雇用

030-8570

1

017-000-0001

代表者生年月日

017-000-0000

017-000-0001

1

08

電

04 06

電話番号

ＩＳＯ９００１

代表取締役

担当者氏名

○○　○○

02201

代表者職名

本社郵便番号

青森県青森市長島一丁目一番一号

本社ＦＡＸ番号

と

代表者氏名

1平成23年度青森県建設業者等級名簿への登載

○○課　△△△△

本社電話番号

土業種

商号又は名称

ＦＡＸ番号

代表者氏名（フリガナ） ○○　○○

前回の許可番号

建設業許可番号

本社所在地

本社市区町村コード

アオモリケンセツ

02

記入例 



号

（別記様式）

青森県知事　様

郵便番号  （印）

住所

商号又は名称 印

代表者氏名
実印押印

担当者氏名

電話番号

ＦＡＸ番号

競争入札参加資格審査申請書（建設工事）

記

注１

　２

　３

088888

競争入札参加資格の審査を申請する建設業

経営事項審査を受けている建設業

　一般

　特定
許可を受けている建設業

19

経営事項審査を受けている建設業

競争入札参加資格の審査を申請する建設業

許可を受けている建設業
　一般

　特定

11 1

機

15 20

1

16 17 22

○○

11

○ ○ ○ ○

水 消絶 通 具 清

○ ○

21

タ 鋼 筋 ほ しゅ

板 ガ 塗 防 内

と 石 屋 電土 建 大 左

　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。

○ ○

○ ○

許可を受けている建設業及び経営事項審査を受けている建設業の欄には、該当する建設業の略号（建設業
法施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）別記様式第１号の裏面の記載要領５の表の（ ）内に示された
略号をいう。以下同じ。）の箇所に○印を記入すること。

競争入札参加資格の審査を申請する建設業の欄には、申請する建設業の略号の箇所に新規の場合は１と、
更新の場合は２と、再度の場合は３と記入すること。
　

園 井

017-000-0000

02 03 04 05 06

017-000-0001

07 0801

月 10 日

青森県で行われる建設工事に係る（一般・指名）競争入札に参加する資格の審査を下記のとおり

申請します。

　なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

青森県青森市長島一丁目一番一号

青森建設（株）

代表取締役　○○　○○

2

○○課　△△△△

030-8570

12

－02

23 24

09

管

平成 24 年

（建設業許可番号）

1410

18 27 2825 26

1311

記入例 



第１号様式

建設業許可番号
（例）02-088888

商 

○

注

（※１）新規学卒者継続雇用の添付書類

（※２）障害者雇用の添付書類

（障害者の雇用の促進等に関する法律に基づき障害者の雇用が義務付けられている場合）

（上記以外の場合）

①　障害者雇用申告書（第５号様式）
②　障害者の障害を証明するものの写し（手帳の氏名・障害の程度が分かる部分）
③　次のいずれかの直近の書類

ａ　健康保険加入者は、健康保険厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し
ｂ　健康保険未加入者は、雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し及び賃金台帳又は源泉徴収簿
　の写し

ａ　健康保険加入者は、健康保険厚生年金被保険者資格取得確認通知書の写し及び健康保険厚生年金被
　保険者標準報酬決定通知書の写し
ｂ　健康保険未加入者は、雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し及び賃金台帳又は源泉徴収簿
　の写し

④　上記②に係る学校卒業後、採用まで１月以上の期間がある者については、その期間に係る経歴書

（継続） ①　新規学卒者継続雇用申告書（第４号様式）
②　次のいずれかの直近の書類

ａ　健康保険加入者は、健康保険厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し
ｂ　健康保険未加入者は、賃金台帳又は源泉徴収簿の写し

①　障害者雇用申告書（第５号様式）
②　障害者雇用状況報告書の写し

工事に係る
第三者賠償責任補償保険に加入している

工事に係る第三者賠償責任補償保険に加入していることを証する書類
（補償対象、補償金額及び保険期間等が明記されているもの）

１　該当する事項の太枠内に○印を記入すること。
２　該当する事項について、添付書類を併せて提出すること。
３　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。

（新規） ①　新規学卒者継続雇用申告書（第４号様式）
②　卒業証書又は卒業証明書の写し
③　次のいずれかの書類

新規学卒者を継続雇用している ○ （※１）

障害者を雇用している （※２）

エコアクション２１の認証・登録を受けている ○ エコアクション２１の登録証等の写し

新分野に進出している
新分野進出申告書（第３号様式）、新分野への支出を証明する書類
（新規）新分野に進出したことがわかる書類、新分野への支出を証明する書類
（継続）新分野を継続して営業していることがわかる書類

ＩＳＯ９００１の認証を取得している ○ ＩＳＯ９００１の登録証等の写し

ＩＳＯ１４００１の認証を取得している ＩＳＯ１４００１の登録証等の写し

建設業労働災害防止協会に加入している ○ 建設業労働災害防止協会加入証明書の写し

ＣＯＨＳＭＳ評価サービスを受けている又は
ＯＨＳＡＳ１８００１の認証を取得している

ＣＯＨＳＭＳの評価証の写し又は
ＯＨＳＡＳ１８００１の適合証明書等の写し

主 観 的 査 定 要 素 申 告 書

02-088888

青森建設（株）

評　価　項　目 該当事項 添　付　書　類

記入例 



第２号様式

建設業許可番号

商号又は名称

○ ○ ○ ○

03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

1級 2級 1級 2級

1 □□　□□ S30.4.1 13 ○ ○ ○ ○

2 △△　△△ S35.4.1 11 ○ ○ ○

3 ○○　○○ S40.4.1 14 ○ ○ ○ ○

4 □△　□△ S30.1.1 20 ○ ○

5 △○　△○ S35.1.1 21 ○

6 ○□　○□ S40.1.1 38 ○ ○

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

計 2 1 1 2 2 3 3 2

注１　競争入札参加資格の審査を申請する建設業の欄には、申請する建設業の略号の箇所に○印を記入すること。
　２　技術者ごとに、有資格に応じて配置可能な全ての建設業について、建設業の略号の箇所に○印を記入すること。

　４　県内建設業者にあっては、財団法人青森県建設技術センターへの登録技術者について記入すること。県外建設業者にあっては、資格証及び常勤確認資料を提出すること。
　５　配置可能な建設業については、技術者資格区分表のとおりとする。
　６　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４横長とする。

消 清

　３　土木一式工事及び建築一式工事について、総合評定値通知書記載の技術職員数から増減がある場合、土木又は建築関係の資格を有する全ての常勤技術職員を生年月日順に記入し、該当する級
　　の欄に○印を記入すること。一つの業種について、同一人が１級相当と２級相当の両方の資格を有している場合は、上位の級の欄のみに○印を記入すること。

絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗
し
ゅ

大 左 と 石 屋 電
No. 氏　　名 生年月日 有資格コード

01 02

土 建

技　　術　　職　　員　　調　　書

02-088888

青森建設（株）

競争入札参加資格の審査を申請する建設業 ○ ○

 記載する技術者（営業所専任の技術者＋工事現場に専任で 
配置できる技術者）について、土木一式工事及び建築一式工 
事については資格を有する全ての技術者を記載し、その他の 
工事については２人までの技術者を記載する。 
例１）１級土木施工管理技士２名を有する場合 

・・・「土、と、石、鋼、舗、しゅ、塗、水」の申請が可能 

 

例２）１級土木施工管理技士１名と２級土木施工管理技士（土木）１名

を有する場合 

・・・「土、と、石、鋼、舗、しゅ、水」の申請が可能 
 

例３）１級建築士１名と建築一式の実務経験者１名を有する場合 

・・・申請できません 

◇土木一式工事 ①特Ａ級：１級５人以上・１級２級の合計１０人以上 
        ②Ａ級 ：１級２級の合計３人以上 
        ③Ｂ級 ：１級２級の合計２人以上 
◇建築一式工事 ①特Ａ級：１級４人以上・１級２級の合計８人以上 
        ②Ａ級 ：１級２級の合計３人以上 
        ③Ｂ級 ：１級２級の合計２人以上 
◇その他の工事 ２人以上 

記入例 



1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗 し ゅ 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清

建設業法第7条第2号イ 該当 01 指定学科卒業後３ 年又は５ 年以上の実務経験

建設業法第7条第2号ロ 該当 02 １ ０ 年以上の実務経験

建設業法第15条第2号ハ該当( 同号イ と 同等以上) 03 大臣認定者

建設業法第15条第2号ハ該当( 同号ロ と 同等以上) 04 大臣認定者

一級建設機械施工技士 11 ○ ○ ○

二級建設機械施工技士（ 第1種～第6種） 12 ○ ○ ○

一級土木施工管理技士 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

二級土木施工管理技士（ 土木） 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

二級土木施工管理技士（ 鋼構造物塗装） 15 ○

二級土木施工管理技士（ 薬液注入） 16 ○

一級建築施工管理技士 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

二級建築施工管理技士（ 建築） 21 ○

二級建築施工管理技士（ 躯体） 22 ○ ○ ○ ○ ○

二級建築施工管理技士（ 仕上げ） 23 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

一級電気工事施工管理技士 27 ○

二級電気工事施工管理技士 28 ○

一級管工事施工管理技士 29 ○

二級管工事施工管理技士 30 ○

一級造園施工管理技士 33 ○

二級造園施工管理技士 34 ○

一級建築士 37 ○ ○ ○ ○ ○ ○

二級建築士 38 ○ ○ ○ ○ ○

木造建築士 39 ○

建設・ 総合技術監理（ 建設） 41 ○ ○ ○ ○ ○ ○

建設「 鋼構造及びコ ン ク リ ート 」 ・ 総合技術監理（ 建設「 鋼構造物及びコ ン ク リ ート 」 ） 42 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

農業「 農業土木」 ・ 総合技術監理（ 農業「 農業土木」 ） 43 ○ ○

電気電子・ 総合技術監理（ 電気電子） 44 ○ ○

機械・ 総合技術監理（ 機械） 45 ○

機械「 流体工学」 又は「 熱工学」 ・ 総合技術監理（ 機械「 流体工学」 又は「 熱工学」 ） 46 ○ ○

上下水道・ 総合技術監理（ 上下水道） 47 ○ ○

上下水道「 上水道及び工業用水道」 ・ 総合技術監理（ 上下水道「 上水道及び工業用水道」 ） 48 ○ ○ ○

水産「 水産土木」 ・ 総合技術監理（ 水産「 水産土木」 ） 49 ○ ○ ○

森林「 林業」 ・ 総合技術監理（ 森林「 林業」 ） 50 ○

森林「 森林土木」 ・ 総合技術監理（ 森林「 森林土木」 ） 51 ○ ○ ○

衛生工学・ 総合技術監理（ 衛生工学） 52 ○

衛生工学「 水質管理」 ・ 総合技術監理（ 衛生工学「 水質管理」 ） 53 ○ ○

衛生工学「 廃棄物監理」 ・ 総合技術監理（ 衛生工学「 廃棄物監理」 ） 54 ○ ○ ○

第一種電気工事士 55 ○

第二種電気工事士 3年 56 ○

電気事業法 電気主任技術者（ 第1種～第3種） 5年 58 ○

電気通信事業法 電気通信主任技術者 5年 59 ○

水道法 給水装置工事主任技術者 1年 65 ○

甲種消防設備士 68 ○

乙種消防設備士 69 ○

ウエルポイ ン ト 施工 66 ○

路面標示施工 67 ○

建築大工 71 ○

左官 72 ○

と び・ と び工・ 型枠施工・ コ ン ク リ ート 圧送施工 73 ○

冷凍空気調和機器施工・ 空気調和設備配管 74 ○

給排水衛生設備配管 75 ○

配管・ 配管工 76 ○

タ イ ル張り ・ タ イ ル張り 工 77 ○

築炉・ 築炉工・ れんが積み 78 ○

ブロ ッ ク 建築・ ブロ ッ ク 建築工・ コ ン ク リ ート 積みブロ ッ ク 施工 79 ○ ○

石工・ 石材施工・ 石積み 80 ○

鉄工・ 製罐 81 ○

鉄筋組立て・ 鉄筋施工 82 ○

工場板金 83 ○

板金・ 建築板金・ 板金工 84 ○ ○

板金・ 板金工・ 打出し 板金 85 ○

かわら ぶき ・ スレ ート 施工 86 ○

ガラ ス施工 87 ○

塗装・ 木工塗装・ 木工塗装工 88 ○

建築塗装・ 建築塗装工 89 ○

金属塗装・ 金属塗装工 90 ○

噴霧塗装 91 ○

畳製作・ 畳工 92 ○

内装仕上げ施工・ カ ーテン施工・ 天井仕上げ施工・ 床仕上げ施工・ 表装・ 表具・ 表具工 93 ○

熱絶縁施工 94 ○

建具製作・ 建具工・ 木工・ カ ーテン ウォ ール施工・ サッ シ施工 95 ○

造園 96 ○

防水施工 97 ○

さ く 井 98 ○

地すべり 防止工事 1年 61 ○ ○

建築設備士 1年 62 ○ ○

計装 63 ○ ○

技 術 者 資 格 区 分 表

資　 　 格　 　 区　 　 分 実務
経験

コ ード

建 設 業 の 種 類

※等級区
分が２ 級
の場合
は、 合格
後３ 年以
上の実務
経験を要
する。 た
だし 、 平
成１ ６ 年
４ 月１ 日
時点で合
格し てい
た者は実
務経験１
年以上。

建
設
業
法

建築士法

技
術
士
法

電気工事士法

消防法

職
業
能
力
開
発
促
進
法



第３号様式

建設業許可番号
（例）02-088888

商号又は名称

担当者氏名

電話番号

記

ア．自社による イ．新会社設立（会社名： ）

各年の収支、雇用の状況（各年１月～１２月（年次）の状況でご記入すること。）

（新分野進出した年）

（新分野進出２年目）

売上げ 加盟料100,000

人件費

店舗維持費

100,000 支出合計

10,000 パート

100 人/年

正職員

正職員

延人員※2

100パート

100

人件費 20,000

100,000

平成

平成 20

19 25,000

売上げ 100,000 加盟料 5,000

収入合計

店舗新築

日新規・継続 新分野に進出した日

金額（千円） 主な支出

月 ○

金額（千円）

青森建設（株）

○ 年 ○

○○課　△△△△

ＦＡＸ番号

20,000

017-000-0001

50,000

商品仕入れ 50,000

　青森県建設工事競争入札参加資格審査申請にあたり、下記のとおり建設業以外の新分野に進出
していることを申告します。

雇用の状況

新 分 野 進 出 申 告 書

02-088888

商品仕入れ

コンビニの経営
○○○とフランチャイズ契約を締結（○年○月○日）
店舗数１（○○町内）
店舗敷地は自社所有の土地
店舗建物は新築した

Ｊ卸売・小売業 （※1）日本標準産業分類の大分類より選択

017-000-0000

年１月～１２月

営業時間　６：００～２４：００
従業員８名（アルバイト）

申告区分

新分野進出の形態

5,000

平成

新分野の事業分野

事業内容・規模

主な収入

収入合計 100,000 支出合計 85,000 延人員※2 100 人/年

年１月～１２月

記入例 



（新分野進出３年目）

（新分野進出４年目）

（新分野進出５年目）

（新分野進出６年目）

（新分野進出７年目）

【留意事項】

【添付書類】
（新規）

（継続）

※２ 　延人員
　常勤職員（就業規則で定めた勤務時間従事する者）１人が１２か月勤務することを１２人／年とした場合、新分
野に従事した全職員（パートを含む。）を常勤換算した場合の年間延べ人員を記入する。
　（例）正職員１人（週４０時間）×１２か月＋パート１人（週２０／４０時間）×６か月＝１５人／年

※１

平成

人/年

パート

正職員

正職員

収入合計 支出合計 延人員※2

パート

支出合計

パート

年１月～１２月

正職員

収入合計

支出合計 延人員※2

平成

正職員

収入合計

延人員※2収入合計

パート

パート

人/年

平成

人/年

年１月～１２月

延人員※2

平成

年１月～１２月

年１月～１２月

年１月～１２月

平成

延人員※2収入合計 支出合計 人/年

人/年

正職員

支出合計

　日本標準産業分類の大分類
　Ａ農業、Ｂ林業、Ｃ漁業、Ｄ工業、（Ｅ建設業）、Ｆ製造業、Ｇ電気・ガス・熱供給・水道業、Ｈ情報通信業、Ｉ運輸
業、Ｊ卸売・小売業、Ｋ金融・保険業、Ｌ不動産業、Ｍ飲食店・宿泊業、Ｎ医療・福祉、Ｏ教育・学習支援業、Ｐ複合
サービス業、Ｑサービス業（他に分類されないもの）、Ｒ公務（他に分類されないもの）、Ｓ分類不能の産業

① 新分野を継続して営んでいることがわかる直近の書類（事業案内パンフレット、写真等）

② 新分野への支出を証明する資料
・直前１年の領収書又は総勘定元帳の写し
・直近の決算等届出書（建設業法第１１条関係）の貸借対照表の写し、損益計算書の写し
・直近の消費税確定申告書の写し（申告書、付表２）

① 新分野に進出したことがわかる書類（該当するものすべて提出）
・登記事項証明書（履歴事項）の写し
・協定書、事業認定書又は補助金もしくは公的融資決定通知書の写し
・個人事業主の所得税確定申告書の写し（申告書第一表、第二表等）
・その他新分野に進出したことがわかる書類（事業案内パンフレット、写真等）

② 新分野への支出を証明する資料（新分野進出年から直近まですべて提出）
・領収書又は総勘定元帳の写し
・決算等届出書（建設業法第１１条関係）の貸借対照表の写し、損益計算書の写し
・消費税確定申告書の写し（申告書、付表２）



第４号様式

建設業許可番号

（例）02-088888

商号又は名称

担当者氏名

電話番号

記

新規 継続

県内高等学校 大学 短期大学 高等専門学校

新規 継続

県内高等学校 大学 短期大学 高等専門学校

新規 継続

県内高等学校 大学 短期大学 高等専門学校

【添付書類】

③ 　上記①に係る学校卒業後、採用まで１月以上の期間がある者については、その期間に係る経歴書

（継続）① 　健康保険加入者は、直近の健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し
　健康保険未加入者は、直近年の賃金台帳又は源泉徴収簿の写し

日

（新規）① 　卒業証書又は卒業証明書の写し

② 　健康保険加入者は、健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認通知書の写し＋健康保険厚生年金保険
被保険者標準報酬決定通知書の写し
　健康保険未加入者は、雇用保険被保険者資格取得通知書の写し＋賃金台帳又は源泉徴収簿の写し

日

 雇用年月日 平成 年 月

 卒業年月日 平成 年 月

３  氏名（フリガナ）

 卒業学校区分 □ □ □ □

日

 申告区分 □ □ 生年月日

日

 雇用年月日 平成 年 月

 卒業年月日 平成 年 月

２  氏名（フリガナ）

 卒業学校区分 □ □ □ □

日

 申告区分 □ □ 生年月日

1 日

 雇用年月日 平成 21 年 4 月 1

 卒業年月日 平成 21 年 3 月

１  氏名（フリガナ） 青森　太郎

 卒業学校区分 ■ □ □ □

　青森県建設工事競争入札参加資格審査申請に当たり、下記のとおり新規学卒者を継続雇用して
いることを申告します。

 申告区分 ■ □ 生年月日

新 規 学 卒 者 継 続 雇 用 申 告 書

02-088888

青森建設（株）

○○課　△△△△

017-000-0000 ＦＡＸ番号 017-000-0001



第５号様式

建設業許可番号

商号又は名称

担当者氏名

電話番号

記

注 １　手帳の種類の欄は、該当する手帳を○印で囲むこと。

２　常用・短時間の別の欄は、該当する雇用の状況を○印で囲むこと。

【添付書類】

（障害者の雇用の促進等に関する法律に基づき障害者の雇用が義務付けられている場合）

①　障害者雇用状況報告書の写し

（上記以外の場合）

①　障害者の障害を証明するものの写し（手帳の氏名・障害の程度が分かる部分）
②　次のいずれかの直近の書類

ａ　健康保険加入者は、健康保険厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し
ｂ　健康保険未加入者は、雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し＋賃金台帳又は源泉
　徴収簿の写し

３

氏名（フリガナ）

手 帳 の 番 号

手 帳 の 種 類 身体障害者手帳・療育（愛護）手帳・精神障害者保健福祉手帳

常用・短時間の別 常　　　用　　・　　短　時　間

２

氏名（フリガナ）

手 帳 の 番 号

手 帳 の 種 類 身体障害者手帳・療育（愛護）手帳・精神障害者保健福祉手帳

常用・短時間の別 常　　　用　　・　　短　時　間

　青森県建設工事競争入札参加資格審査申請に当たり、下記のとおり障害者を雇用していること
を申告します。

１

氏名（フリガナ） ○○　○○

手 帳 の 番 号 111111

手 帳 の 種 類 身体障害者手帳・療育（愛護）手帳・精神障害者保健福祉手帳

常用・短時間の別 常　　　用　　・　　短　時　間

障 害 者 雇 用 申 告 書

02-088888

青森建設（株）

□□　□□

017-777-0001 ＦＡＸ番号 017-777-0002

記入例 



第６号様式

工事成績一覧表（県内建設業者用） 建設業許可番号

商号又は名称

発注年度 発注者 工事名 発注業種 完成日
工事成績
評定点

単体/ＪＶ
の別

最終請負金額
（ａ）

出資比率（%）
（b）

単体分の契約金額
（ａ）×（ｂ）

1 21 東北地方整備局 ○○○○○○工事 土木一式 H21.12.25 80 単体 30,450,000 － －

2 22 東北農政局 ○○○○○○工事 建築一式 H22.10.25 81 JV 80,000,000 30 24,000,000

3 22 青森県道路公社 ○○○○○○工事 とび H22.12.25 82 単体 50,000,000 － －

4 22 東北防衛局 ○○○○○○工事 電気 H22.12.25 83 JV 100,000,000 40 40,000,000

5

6

7

8

9

10

注１

２ 　単体の場合は、「出資比率」欄及び「単体分の契約金額」欄は「－」と記載すること。

３

４

02-088888

青森建設（株）

　各公社等(県が５０％以上出資しているもの。）、共済組合(結果的に県費で全額償却される地方職員共済青森県支部及び警察共済組合青森県支部）、国土交通省、農
林水産省及び防衛省が発注した工事（請負金額が２５０万円以下の随意契約に係る工事を除き、国土交通省、農林水産省及び防衛省が発注した工事は、最終請負金額が
５００万円以上、かつ、施工場所が青森県内であるものに限る。）を県内建設業者が元請として受注し、直前４年（平成２０年１月１日から平成２３年１２月３１日ま
で）の間に完成した工事について、発注者ごとに記載すること。（業種ごとに用紙を別にする必要はない。）

　ＪＶの場合は、「最終契約金額」欄は、ＪＶとしての最終請負金額を記入すること。

　契約書（変更契約書も併せて）、ＪＶの場合は協定書（出資比率が分かる部分）及び工事成績評定点が分かるものの写しを添付すること。

記入例 



第７号様式

工事成績一覧表（県外建設業者用） 建設業許可番号

商号又は名称

発注
年度

発注者
工事
番号

工事名
発注
業種

完成日
工事成

績
評定点

単体/ＪＶ
の別

最終
請負金額

一次下請負金額
（県内建設業者）

一次下請追業者
の建設業許可番

号

一次下請負業者名
（県内建設業者）

1 23 東青地域県民局 第○号 ○○○○○○工事
土木一

式
H23.11.25 80 単体 47,250,000 15,750,000 02-000000 (株)○○建設

2 10,500,000 02-999999 (株)△△建設

3 23 東青地域県民局
災第○

号
○○○○○○工事 とび H23.12.10 81 単体 36,750,000 15,750,000 02-999998 (株)□□建設

4

5

6

7

8

9

10

11

注

00-088888

仙台組（株）

　青森県が発注した工事を県外建設業者（建設業許可の届出をしている営業所が青森県内にある者に限る。）が元請として受注し、一次下請負を青森県の等級名簿に登載されている県内建
設業者に発注し、直前１年（平成２３年１月１日から平成２３年１２月３１日まで）の間に完成した工事について記載すること。
　また、施工体系図、一次下請負金額が分かる書類（契約書、注文書等）を添付すること。

記入例 



第８号様式

建設業許可番号 00-088888
（例）02-088888

商号又は名称 仙台組（株）

営業所の名称 郵便番号 所在地 電話番号 ＦＡＸ番号 備考

青森支店 030-0000 青森市○○1-1 017-123-4567 017-123-4568 ◎

注

用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。

営業所一覧表（県外建設業者用）

県外建設業者の場合は、下記により提出すること。

・青森県内に営業所（建設業許可の届出しているもの）がある場合は、全てを記入し、青森県内に営業
所がない場合は、青森県と請負契約手続きを行う予定となる営業所（この場合は本社を含む。）を記入
し、備考欄にそれぞれ◎印を付すこと。

・青森県内に営業所がなく、連絡所等（請負契約手続きを行わないもの）がある場合は、その連絡所を
記入すること。

記入例 



地域県民局長　様

交付申請人 住所

（納税義務者等）

氏名 印

青森県建設工事等競争入札参加資格審査申請のため、下記事項に相違ないことを証明願います。

記

県税における滞納税額の有無 有 ・ 無

交付申請人が法人の場合の県税 ・・・ 法人県民税、法人事業税、不動産取得税及び自動車税

交付申請人が個人の場合の県税 ・・・ 個人事業税、不動産取得税及び自動車税

県税証第 号

上記のとおり相違ないことを証明する。

地域県民局長

次の者に納税証明書の交付申請及び受領を委任します。

住所

氏名 印

住所

氏名 印

電話番号

（注）委任により交付申請の手続を行う場合は、委任者の印鑑登録証明書の提示が必要になります。

伺　願出のとおり証明してよろしいか。

円

地域県民局県税部使用欄

□運転免許証 □健康保険証

□その他

（備考欄）

(注)

証
紙
ち
ょ

う
付
欄

担当者 納税課員

年

公印使用
承認印

この証明書の証明内容の確認には、時間を要する場合があります。
郵送での受け取りを希望される方は、切手を添付した返信用封筒を証明願と一緒に提出してください。

手数料額
決
裁

管理課長 管理課員

日

納 税 証 明 願

日

月

平成

（青森県建設工事等競争入札参加資格審査申請用）

月

申請の手続
を行う者

委任に関す
る事項

※交付申請
人以外の者
が交付申請
の手続を行
う場合

平成 年 月

日

　

平成 年



交付申請人 住所

（納税義務者等）

氏名

青森県建設工事等競争入札参加資格審査申請のため、下記事項に相違ないことを証明願います。

記

県税における滞納税額の有無 有 ・ 無

交付申請人が法人の場合の県税 ・・・ 法人県民税、法人事業税、不動産取得税及び自動車税

交付申請人が個人の場合の県税 ・・・ 個人事業税、不動産取得税及び自動車税

県税証第 号

上記のとおり相違ないことを証明する。

地域県民局長

日平成 年 月

月 日

納 税 証 明 書
（青森県建設工事等競争入札参加資格審査申請用）

平成 年



１　申請者

〒

　　　　

印

２　申請事由

青森県建設工事入札参加資格審査申請のため

３　確認事項

未納の有無

昭和

平成

↑ 年金事務所に納入していないものがあれば、二重線で消す。

平成　　　年　　　　　月　　　　　日

平成　　　年　　　月　　　日申請

社会保険料納入確認（申請）書

事業所整理記号 事業所番号

事業所所在地

事業所名称

事業主氏名

電話番号 　（　　　　　　　　）（　　　　　　　　　　）（　　　　　　　　　　　）

項目 対象期間 適用年月日

健康保険料
平成　　　年　　　月分から

厚生年金保険料
有　・　無 年　　月　　日

児童手当拠出金
平成　　　年　　　月分まで

（延滞金を含む）

※　年金事務所へは２部提出してください。

【健康保険の管掌区分】
１　全国健康保険協会管掌健康保険　　２　組合管掌健康保健等

（該当する方に○）

※年金事務所記入欄

上記のとおり相違ないことを確認します。

　　　　　　　　　　年金事務所長　　　印



（参考様式）

平成　　年　　月　　日
（申請者住所）

（申請者氏名） 印

労働保険（雇用保険及び労災保険）の適用を受けないことの申立書

　私が行う事業は、従業員が一人もいない等により　雇用保険法・労働者災

害補償保険法　（※1）の適用事業ではないことを申し立てます。

※　雇用保険、労災保険のいずれかのみ適用となっていない場合
は、適用を受けない方を○で囲む。



（参考様式）

平成　　年　　月　　日
（申請者住所）

（申請者氏名） 印

社会保険（健康保険及び厚生年金保険）の適用を受けないことの申立書

　個人事業主である私が行う事業の事業所は従業員が5人未満であるため、

健康保険法及び厚生年金保険法の適用事業所ではないことを申し立てま

す。



（参考様式）

保険契約者：　（所在地・住所）

　　　　　　　　　（商号・氏名）

保険種類：（記入例）建設業総合保険

証券番号：

保険期間：平成　　年　　月　　日（午前・後　時）から

　　　　　　　平成　　年　　月　　日（午前・後　時）まで  *2

保険対象：工事の遂行に起因する事故及び完成引渡し後*3の工事の結果に起因する事故

被保険者：保険契約者、全ての下請負人、発注者（発注者が被保険者に含まれている場合。） *4

補償限度額：

　　　　　　対人事故　　　１事故につき　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　対物事故　　　１事故につき　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　対人対物共通　１事故につき　　　　　　　　　　　　　　　円

その他：（記入例）日本国内でのみ適用

平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保険会社名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（支店長等氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

*4　被保険者には全ての下請負人が含まれることが加点要件です。また、被保険者に発注者が
含まれる場合は加点点数が変わりますので、必ず記載してください。

第三者賠償責任保険加入証明書*1

　当社は保険契約を保険契約者との間で締結し、保険契約者が行った工事中及び工事引渡し後

に発生した不測の事故で保険契約者が第三者の身体又は財物に損害を与えたことにより、法律

上の賠償責任を負担することになった場合に下記のとおり補償することを証明します。

記

*1この様式によりがたい場合は、各保険会社の証明書様式により証明書を作成することができ
ますが、その場合加点要件が明記されていなければなりません。

*2　保険期間は基準日（平成24年2月1日）を含み、1年間以上の期間であることが加点要件で
す。

*3　完成引渡し後の事故に対する補償が含まれることが加点要件です。
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